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倫理法及び国家公務員倫理審査会について

倫理法は、幹部公務員を中心に不祥事が続発し、厳しい社会的批判を招いたことを背景とし
て平成11年8月に制定され、平成12年4月から全面施行されたものである。その目的は、職務
の執行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招くような行為の防止を図り、公務に対する国民
の信頼を確保することである。
倫理法は、職員が遵守すべき職務に係る倫理原則を定めている。併せて、倫理原則を踏まえ
職員の倫理の保持に必要な事項を定める政令（国家公務員倫理規程（平成12年政令第101号。
以下「倫理規程」という。））の制定についても規定している。さらに、職員と事業者等との接
触について透明性を確保するための各種報告制度等（報告のルール）、職員の職務に係る倫理の
保持に関する事務を所掌する機関である国家公務員倫理審査会（以下「倫理審査会」という。）
の設置、行政機関等への倫理監督官（各府省事務次官等）の設置についても規定している。
また、倫理規程は、倫理法の倫理原則を受けた倫理行動規準を定めるとともに、許認可等の
相手方や補助金等の交付を受ける者など、職員の職務と利害関係を有する者の範囲を利害関係
者として規定している。職員が利害関係者から贈与や接待を受けることなど、国民の疑惑や不
信を招くような行為の禁止等の「行動のルール」についても規定している。
国公法及び倫理法に基づいて人事院に設置された倫理審査会は、会長及び委員4人をもって
組織されている。公務に対する国民の信頼確保という倫理法の目的の下、倫理規程の制定・改
廃に関する意見の申出、各種報告書の審査、倫理法・倫理規程に違反する疑いがある場合の調
査・懲戒の手続の実施、懲戒処分の承認など、職務に係る倫理の保持に関する事務を所掌して
いる。具体的には、倫理法・倫理規程の適正な運用を確保するとともに、『職員の倫理意識の
かん養』、『倫理的な組織風土の構築』及び『倫理法等違反への厳正かつ迅速な対応』の3つを
主要な柱に据え、職員の職務に係る倫理を保持するための各種施策を実施している。倫理審査
会には、その事務を処理するため、事務局が置かれている。その業務実施には、倫理審査会の
議決が必要であり、倫理審査会会議は、令和4年度には21回、倫理審査会設立以来計571回開
催されている。
また、倫理法に基づき各府省及び各行政執行法人に置かれた倫理監督官は、各府省の長等と
共に、倫理審査会と連携して、その属する府省等の職員の職務に係る倫理の保持に関する責務
を担っている。
本編は、令和4年度において、倫理審査会が行った業務について記述したものである。
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